
１．物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の概要

２．交付金対象事業一覧

　　①目的・効果 　　①期待以上の効果があった

　　②交付金を充当する経費内容 　　②期待どおりの効果があった

　　③積算根拠（対象数、単価等） 　　③あまり効果がなかった

　　④事業の対象（対象者、対象施設等） 155,424,326 135,277,467 　　④効果がなかった

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の効果検証（令和５年度実施計画分）

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金は、エネルギー・食料品価格の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者の支援を通じた地方創生を図るため、地方公共団体が地域の実情に応じて、
きめ細やかに必要な事業を実施できるよう、国が創設した交付金です。
　本交付金を活用し実施した事業について、効果検証を行いましたので、公表いたします。

Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要（計画時）
総事業費

（円）
交付金充当額

（円）

事業効果

効果検証 備考

経済的な影響を受けてい
た非課税世帯の負担軽
減に寄与した。

2

住民税均等割のみ課税
世帯に対する臨時特別
給付金【物価高騰対策
給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯（均等割のみ課税）への支援を行うこ
とで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯（均等割のみ課税）への給付金及び事務費
③給付金額
R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　260世帯×100千円
事務費　　610千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委
託料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（260世帯）

23,279,288 23,279,288 ②期待どおりの効果があった
経済的な影響を受けてい
た均等割のみ課税世帯の
負担軽減に寄与した。

1

住民税非課税世帯に対
する臨時特別給付金（追
加分）【物価高騰対策給
付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　1180世帯×70千円
事務費　　1254千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委
託料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（1180世帯）

71,866,129 71,866,129 ②期待どおりの効果があった

経済的な影響を受けてい
た非課税世帯及び均等
割のみ課税世帯の負担
軽減に寄与した。

4

住民税非課税世帯に対
する臨時特別給付金（扶
養親族等のみの世帯）
【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯（被扶養者のみ）への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯（被扶養者）　70世帯×
70千円
④R５年度分の住民税非課税世帯（被扶養者のみ）　（70世帯）

6,744,129 4,900,000 ②期待どおりの効果があった

経済的な影響を受けてい
た非課税世帯（扶養親族
等のみ世帯）の負担軽減
に寄与した。

3

 住民税非課税世帯に対
する臨時特別給付金・住
民税均等割のみ課税世
帯に対する臨時特別給
付金（こども加算）【物価
高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得の子育て世帯への支援を行うことで、低所
得の方々の生活を維持する。
②低所得の子育て世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　低所得の子育て世帯　193人×50千円
事務費　　556千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委
託料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税の子育て世帯　（193人、104世帯）

6,491,050 6,491,050 ②期待どおりの効果があった



　　①目的・効果 　　①期待以上の効果があった

　　②交付金を充当する経費内容 　　②期待どおりの効果があった

　　③積算根拠（対象数、単価等） 　　③あまり効果がなかった

　　④事業の対象（対象者、対象施設等） 155,424,326 135,277,467 　　④効果がなかった

Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要（計画時）
総事業費

（円）
交付金充当額

（円）

事業効果

効果検証 備考

３．美里町振興計画審議会委員からの意見
No.

全体

5
学校給食無償化事業
【物価高騰対応分】

①新型コロナウイルスの脅威が依然として残る中、小中学校の児童生
徒を持つ保護者に対し感染拡大防止に留意しつつ、簡素な仕組みで迅
速かつ的確に家計への支援を目的とするもの。エネルギー・食料品価格
等の物価高騰に伴う子育て世帯支援のため。
②補助金
③42,797,700円のうち26,891,000円
松久小学校
173人×4,800円×11月=9,134,400円
東児玉小学校241人×4,800円×11月=12,724,800円
大沢小学校95人×5,100円×11月=5,329,500円
美里中学校258人×5,500円×11月=15,609,000円
④小中学校児童生徒の保護者

40,293,730 21,991,000
経済的な影響を受けてい
た子育て世帯の負担軽減
に寄与した。

意見

概ね効果的であった。

令和６年度　物価高騰対
応重点支援地方創生臨
時交付金実施計画事業
への充当

【充当元事業】
住民税均等割のみ課税世帯に対する臨時特別給付金【物価高騰対策
給付金】
【充当先事業】
Ｒ６計画　定額減税補足給付金（調整給付金）給付事業
充当先の経費：事業費

3,200,000 3,200,000 -

②期待どおりの効果があった

-

令和６年度　物価高騰対
応重点支援地方創生臨
時交付金実施計画事業
への充当

【充当元事業】
住民税非課税世帯に対する臨時特別給付金・住民税均等割のみ課税
世帯に対する臨時特別給付金（こども加算）【物価高騰対策給付金】
【充当先事業】
Ｒ６計画　定額減税補足給付金（調整給付金）給付事業
充当先の経費：事業費

3,550,000 3,550,000 - -


